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金融機関の持つ課題の本質は、ビジネスモデル変革への対応と、基幹インフラとし
ての透明性・堅牢性の維持という、「攻め」と「守り」両面の対応を高度に求められて
いることにあると考えます。
その対応には、自社全体の資産・業務の把握レベル向上が必須であり、エンタープ
ライズアーキテクチャ （以下、「EA」という）の考え方が有用です。しかしながら、
従来型のEAは、重厚長大であるため、作成・維持に多大な労力を要しがちという
側面を持ちます。
本稿では、段階的かつ軽量に作成・維持し、かつ現在の金融業界の要件にも対応
可能なEAの要件・コンセプトを解説します。
なお、本文中の意見に関する部分については、筆者の私見であることをあらかじめ
お断りいたします。

  POINT 1

金融機関は常に変革と安定という攻め・守りの高度な両立を求められているた
め、対応には自社の資産・業務の把握レベル向上が必須。

  POINT 2

自社の資産・業務の把握レベル向上にはエンタープライズアーキテクチャの考
え方が有用であるが、従来の手法は重厚長大で課題が多い。

  POINT 3

現代の金融機関に即したモダナイズされたエンタープライズアーキテクチャと
して、軽量・実用的・幅広いスコープへの対応を骨子とした新しい手法の要件・
コンセプトを提言する。
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Ⅰ

今、求められるエンタープライ
ズアーキテクチャ

1. 金融機関に求められる「攻め」と 

「守り」

「次々に登場する新しい技術を、どのタ
イミングで採択すべきなのか」。金融機関
の経営層やDX推進担当者から、よく寄せ
られる相談です。新しい技術を積極的に
取り入れたい一方で、未成熟な段階で採
択したくないという悩みは、どの業界にも
共通して見られるものです。しかし、この
「攻め」と「守り」のジレンマは、社会・経
済における位置付けや取り巻く環境を背
景に、金融機関にとっては、特有の「広さ」
と「深さ」を持って眼前に広がっていると
いえます。
本稿では、金融機関におけるEAについ

て論じるものですが、まずは、前提とな

る金融機関特有の課題について見ていき 

ます（図表1参照）。

（ⅰ） 「攻め」の観点
金融庁が公表した「2024事務年度 金融

行政方針」（以下、「金融行政方針」とい 

う）1のI章では、「金融のメカニズムを通じ
て持続的な経済成長に貢献する」 という
タイトルの下に、生成AIやフィンテックな
どの新たな展開に向けた対応、暗号資産
取引やWeb3.0の健全な発展、決裁・取引
インフラの高度化への対応の方向性が述
べられています。
また、金融機関に求められる役割は、こ

のような金融機能の高度化にとどまらず、
地域におけるプラットフォームとしての役
割などにも及びます。内閣官房の新しい
地方経済・生活環境創生本部事務局が自
治体に向けて行った2024年度のアンケー
ト調査2では、地方自治体と金融機関との
連携が進んでいる状況を示したうえで、依

然として需要に対してギャップがある領域
として、地域経済などに関する情報提供・
政策、財務、事業に関するノウハウやコン
サルティングの提供などが挙げられてい 

ます。

（ⅱ） 「守り」の観点
「金融行政方針」のII章においては、「金
融システムの安定・信頼と質の高い金融機
能を確保する」というタイトルの下に、「財
務の健全性・業務の適切性確保のための
深度あるモニタリング、およびサイバーリ
スクやマネーロンダリング、金融犯罪等の
台頭する業界横断的なリスクへの対応」や
「ビジネスモデルの持続可能性の確立」の
必要が述べられています。
また、2022年に金融庁によって示された

「オペレーショナル・レジリエンス確保に
向けた基本的な考え方（案）」3では、シス 

テム障害、テロやサイバー攻撃、感染症、
自然災害等の事象が発生しても、金融機

攻めの方向：広さ

非金融業との連携 
（エコシステム形成）

地域創生プラットフォーム の担い手 ・・・

図表1 金融機関を取り巻く環境と課題

出所：KPMG作成

「攻め」の変革要求の広さ、「守り」の維持要求の深さが
現代の金融機関の抱える課題の特徴

“金融機能をはるかに超えた役割・機能の拡大を！”
“基幹インフラとしての基本機能はどこまでも透明かつ堅牢に！”

ビジネスモデル変革要求

基幹インフラ機能
の維持要求

オペレーショナル・レジリエンス
経済安全保障・

・
・

守りの方向：深さ

出所：KPMGジャパン作成
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関が重要な業務を、最低限維持すべき水
準（耐性度）において、提供し続ける能力
が求められています。
さらに、2022年5月に制定された経済安

全保障推進法4では、特定重要設備 5の導
入・維持管理等の委託をする際には、事前
に審査が必要とされています。たとえば、
銀行業における事前審査には、預金取引、
貸付け、為替取引の勘定処理を行う情報
処理システムに関する構成設備（業務ア
プリケーション・オペレーティングシステ
ム・ミドルウェア・サーバー）や、それらの
開発・運用・保守等も含む契約先までにわ
たる事前申請が必要になります。

2. 金融機関が抱える課題の本質とは

上記のような環境下において金融機関
が直面するのは、「攻め」と「守り」に対し
て求められる要求の「広さ」と「深さ」です。
金融機能以外についても幅広い役割が求
められながら、社会インフラとしてはどこ
までも透明・堅牢であることが求められて
いる点において、他業態と比べて著しく高
い要求にさらされているといえます。公共
性の高い性質を持った業態であるがゆえ
の宿命ともいえるものの、広く深い変革要
求と深い維持要求に対して一貫性を持って
取り組まなくてはならない点が、金融機関
の抱える課題の本質だといえます。

3. 変化と安定の両立のための自社把握
能力の向上

上述の課題への対応に必要となるのは、
自社の業務活動と資産に対する把握能力
の向上です。変化の追随・安定の維持を両
立させるために以下のポイントが挙げられ
ます。

• 自社の業務活動と自社の資産（アプリ
ケーション・組織等）の全体像を把握し
ていること

• 変化に対しての影響範囲を把握し、影

響範囲とリスクを判断できること
• 変化の方向性に関し、事業戦略・デジタ
ル化戦略に沿っているか・自社のリソー
スで対応可能であるかを判断できる 

こと

自社の活動と資産の把握レベルを一定
以上に上げておくことで、変化への対応力
を維持するのです。
逆に、これらが達成されていないと、自

社の状況が把握できていないまま個々の
変革テーマが実行されることになります。
初期段階における影響調査が限定的な
範囲のみにとどまるため、実行時に、既存
システムや既存プロセスとの不整合が発
覚するといった負のシナリオが起こり得 

ます。

4. エンタープライズアーキテクチャの
導入

自社の業務活動と資産の把握力を向上
させるためには、EAが有効であると考えら
れます。その有効性については、昨今、金
融機関のマネジメント層との議論を通じ
て、確信を持っているところです。

EAとは、自社の業務活動や資産をモデ
ル化し、全体像を把握する手法です。モデ
ル化とは、対象をある一定の方法で抽象
化して文書化することであり、地図や建築
図面などもその結果のモデルであるといえ
ます。

EAにおいて自社の業務や資産をモデル
化する対象は、組織、ロール、業務機能、
データエンティティ、システム機能（サービ
ス）などが挙げられます。

EA自体の歴史は古く、欧米では1 9 8 0

年代からザックマン（ Zachman）フレー
ムワーク、連邦エンタープライズアー
キテクチャ、TOGAF （ The Open Group 

Architecture Framework）6などのフレーム
ワークが登場し、各所で導入されてきま
した。日本では、2000年頃に経済産業省
の主導により多くの自治体で導入された

ほか、大手製造業などでも導入されてい 

ます。

Ⅱ

エンタープライズアーキテク
チャのモダナイズの必要性

1. 従来型EAの問題とモダナイズの 

必要性

EAは歴史と実績のある手法です。一方
で、多くの人が、EAは重厚長大であり、導
入には多大な労力と期間を要するものと
いう印象を持っています。
その印象の多くは、20 0 0年頃に日本で

導入が進んだ従来型のEAが抱えた問題
に起因します。当時のEA導入における目
的は全体最適化であり、個々の領域ごと
のシステム調達が独自の判断で行われる
ことによる「類似の機能・データの重複」
「ビジネスとシステムの乖離」「マスタデー
タの散在と二重管理」などの解消を目指
していました。これらの目的を達成するた
め、まず現状（As-Is）を文書化し、課題と
方向性を整理したうえで、あるべき姿（To-

Be）を定めるというアプローチが採られま
した。
アプローチ自体は一見問題なく見える

ものの、その多くは事後のメンテナンスが
困難となり、実態と乖離した利用されない
文書が多く残されてしまうという結果をも
たらしたのです。

従来型のEAでは、以下の問題があった
と考察します（図表2参照）。

問題①  成果物体系が重厚・詳細すぎ、作
成の労力とメンテナンスの難易度
が上がってしまった

どのような目的で、どこまでの対象・詳
細度で記載するかという点が肝要です。で
すが、当時はガバナンスなどの複数の目的
が混在してしまい、その目的に対応すべく
詳細な文書化が進み、定常的なメンテナ
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ンスが困難でした。

問題②  As-Is→To-Beという構成が、ビジネ
スおよびIT投資の実態・時間軸と
乖離していた

ビジネスとITが刻々と変化し、短期・中
期の対応が迫られるなかで、どの時点の
To-Beを描き、それをどのように短期・中期
のビジネス・IT計画に結び付けるかが不明
確になったと考えられます。

問題③  個々の取組みにとってのメリットが
薄く・関係性が不明確だった

自社の資産と業務を把握可能な文書
は、本来は個々の企画・取組みにとって有
用なものであり、たとえば、前述の「変更
時の影響範囲の調査」などにも利用でき
るはずです。しかし、利用者目線の考慮が
十分でなく、またそもそもの目的に含まれ
ていなかったと想定されます。
また、EA成果物と個々の取組みの関係

性や、個々の取組みの結果で生じる変更
の反映方法などのメンテナンス方法が不
明確であったことが想定されます。

2. モダンなEAに求められる要件

ここまで、金融機関が「攻め」と「守り」
における広さと深さへの対応要求・課題
を抱えていること、それらがEAによって対
応できること、一方で、従来の方法論には
改善点もあることを論じてきました。ここ
からは、金融機関の課題に対応できるEA

（モダンなEA）がどのような要件を有して
いるべきかについて考えていきます。
これまで論じてきた金融機関固有の課

題と従来型EA自体の課題の双方から、3

つの主要な要件とそれぞれ2つの詳細要件
が挙げられます。以下、6つの詳細要件に
ついて、特徴と対応する課題について見て
いきます。

① 幅広いスコープへの対応
 ①-1  多様なプロセス・データへの 

対応
 ①-2 社会最適の観点
② 軽量（ライトウェイト）
 ②-1 成果物の段階的拡充
 ②-2 軽量なガバナンススキーム
③ 実用性の確保
 ③-1 実業務での用途が明確
 ③-2 ライフサイクルが明確

①-1 多様なプロセス・データへの対応
ここで述べている「多様なデータ・プロ

セス」とは、金融機関を取り巻く環境変化
に応じて、昨今その重要性が増してきたプ
ロセス・データのことです。
「攻め」方向の課題への対応として、金
融機関においても、昨今は、モバイルデバ
イスを活用した支店業務やソーシャルメ
ディアを活用したマーケティング活動な
ど、顧客体験や顧客の声を重視した業務
設計が進んでいます。このような状況下に
おいては、EAが従来守備範囲としてきた
基幹システム（SoR：Syetem of Record）中
心の業務プロセスだけではなく、顧客と
の接点に関するシステム（SoE：System of 

Engagement）が守備範囲とする業務プロ
セスもEAの主要なスコープに入ってきま
す。7これに伴い、データに関しても、構造
化データだけでなく音声やテキストのよう

な非構造化データも管理・活用すること
で競争力につながる時代になっています。
さらには、業務データだけではなく、だれ
が・いつ・どのような業務を行ったかとい
うプロセス・データも対象となります。

①-2 社会最適の観点
モダンなEAでは、自社内だけではなく、

社会全体で利用可能な資源まで対象にし
ます。自社以外の資産や外部との連携（イ
ンターフェース）の在り方を表現できるフ
レームワーク・方法論である必要があり 

ます。
情報処理推進機構（ IPA）の『DX実践手 

引書 ITシステム構築編（完成 第1.1版）』8 

にも記載があるとおり、金融機関には、業
界標準となっているサービスの利用や、外
部事業者とのパートナーシップ、外部デー
タの活用などが求められています。「社会
最適」という概念で提唱されており、「全
体最適」の「全体」を自社だけではなく、
社会全体にまで拡大して捉えることを志
向する発想です。
「社会最適」の観点においては、業務・
データ・アプリケーション・システムの範
囲も、自社だけではなく共同利用するシス
テムや各種クラウドサービス、連携先の外
部事業者にまで拡大して捉える必要があ
るということです。

図表2 従来型EAの問題

出所：KPMG作成

作成の労力とメンテナンスの難易
度が高い

ビジネスおよび IT 投資の実態・
時間軸と乖離

個々の取 組みにとってのメリット
が不明確

重厚・緻密な成果物

As-Is→長期的To-Be の構成

個別の変革との整合性の薄さ
（全体最適志向）

従来型EAの特徴 従来型EAの問題

出所：KPMGジャパン作成
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②-1 成果物の段階的拡充
前述の金融機関固有の課題と従来型

EA自体の課題の双方から、モダンなEAは
軽量（ライトウェイト）であることが求め
られます。ビジネス・テクノロジー変化へ
の持続的な適応に必要なEA成果物が、常
に活用される工夫が必要です。
そのためには、大量の成果物を一度に

作ろうとする傾向（従来型EAの問題①）、
それゆえに作成している間に戦略や業務
プロセスが変化する（従来型EAの問題
②）事態を避ける必要があります。成果物
を一度に定義するのではなく、コアとなる
成果物を定義したうえで、段階的に拡充
する手法が求められます。具体的には、ビ
ジネスゴール、ビジネス機能、概念データ
モデルなど、数種類のコアとなる成果物を
整合性を確保しながら先行して作成したう
えで、後に詳細な成果物を具体的な変革
テーマと連携しながら順次拡張していく手
法です。

②-2 軽量なガバナンススキーム
順次拡張しながらEAを構築していくた

めには、必然的に、横串で一貫性を保つ
ためのガバナンス機能が重要になります。
一方で、ガバナンスのスキームが重厚かつ
多大な手間がかかるようでは本末転倒 

です。
形式的なレビューボード型のガバナンス

からコラボレーション重視のガバナンスス
キームへの転換が、モダンなEAには求め
られます。
そのためには、まずガバナンスチームの

ミッションとして、セキュリティや規制を遵
守させるという一方向の活動だけでなく、
個々の取組みの最新状況を把握し、競争
力強化のために、社内標準のアーキテク
チャに対しフィードバックを行う、という
双方向の活動を含めるべきです。
さらに、ガバナンスチームと各取組みの

コミュニケーション方法についても、コラ
ボレーションツールや生成AIなどのテクノ
ロジーを積極活用し、柔軟で効率的なガ
バナンスプロセスとすべきです。

EAのモダナイズに合わせて、ガバナンス
スキーム自体を軽量化することが求めら
れているのです。

③-1 実業務での用途が明確
金融機関固有の課題でも述べたとお

り、広く深くなっている課題への対応と、
従来型EAが有していたビジネス／IT実態
との乖離（従来型EAの問題②）や個別の
変革との整合性の薄さ（従来型EAの問題
③）が、EAのモダナイズの根底にあること
を考慮すると、EAは独立したクローズド
な活動にすべきではなく、その成果物を
公開し、個々の取組みにもメリットをもた
らすことがEAに求められているのは疑い
ありません。
どの成果物に何が書かれているかを明

確化し、個々の取組みに利用し得る資料
であることを周知します。それによりたと
えば、「システム修正時の影響範囲を特定
するために参照する」「自部門が関連する
他部門の業務を理解する」などに利用す
ることが可能になります。

図表3 モダンなEAのコンセプトと要件

出所：KPMG作成

金融機関固有の課題

変化に対応可能な「状態を維持・管理する」
モダンなEAフレームワーク・方法論

攻め方向の広さ

ビジネスモデル変革要求

守り方向の深さ

基幹インフラ機能維持要求

従来EA自体の課題

重厚長大な
体系

幅広いスコープ
への対応

軽量
 （ライトウェイト）

多様なプロセス・
データへの対応 社会最適の観点 成果物の

段階的拡充
軽量なガバナンス

スキーム
実業務での
用途が明確

ライフサイクルが
明確

実用性の確保

ビジネス／IT
投資実態との

乖離

個別の変革との
整合性の薄さ

背景課題

要件

コア
コンセプト

出所：KPMGジャパン作成
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③-2 ライフサイクルが明確
上記のような実用性を確保するために

は、作成・活用・更新のライフサイクルが
明確であることが求められます。EA成果
物がどの活動のインプットになり、どのよ
うなビジネス判断に活用されるのか、あ
るいは、各種変革活動で新たに生み出さ
れた成果物は、どのような基準でEA成果
物体系に組み込まれていくのかといった、
作成・活用・更新の明確なプロセスを認
識し、仕組み化する必要があります。その
際、たとえば「業務フロー図」においては、
「概要Level 1」や「詳細Level 2」などの詳
細度の規定を標準化したうえで、Level 1

はコア成果物として位置付け、Level 2以
降はシステム開発プロジェクト側で引き継
いで作成・維持、などを決めることが必要
です。

Ⅲ

金融機関におけるモダンなEA
のコンセプト

金融機関は、個別の新技術・サービス導
入などへの対応を迫られる一方で、透明性
や堅牢性の維持も責務となっています。そ
の対応策として、金融機関の置かれた状
況に応じた形でのEAの作成と維持が有用
であることについて述べてきました。
企業の活動と資産は、個別の変革テー

マに対して適応しながら、常に成長・変化
します。金融機関に求められているのは、
その変化への要求に「対応可能な状態」
を維持・管理するケイパビリティです。そし
て、本稿で提唱しているのは、そのケイパ
ビリティに寄与できるモダンなEAフレーム
ワーク・方法論のコンセプトです（図表3

参照）。
エンタープライズアーキテクチャは、決

して重厚長大に一気に構築するものとは
限らず、作成・活用・更新のプロセスの仕
組み化とともに、段階的に「育てていく」
べきものであることを理解いただけると幸
いです。

1  金融庁, 「2024事務年度金融行政方針」
  https://www.fsa.go.jp/news/r6/ 

20240830/20240830_main.pdf

2  内閣官房 新しい地方経済・生活環境
創生本部事務局, 「令和６年度 地方創
生における金融機関との連携状況に係
る自治体アンケート結果」

  https://www.chisou.go.jp/sousei/pdf/ 

2501_research_kinyu_s.pdf

3  金融庁,「オペレーショナル・レジリエン
ス確保に向けた基本的な考え方（案）」

  https://www.fsa.go.jp/news/r4/ginkou/ 

20221216-2/01.pdf

4  「経済施策を一体的に講ずることによ
る安全保障の確保の推進に関する法
律（経済安全保障推進法）」令和4年5月
11日成立、同月18日に公布。以降は「経
済安全保障推進法」と呼称。

5  役務の安定的な提供を妨害する行為
の手段として使用されることを防ぐ目
的で指定される基幹インフラの重要設
備

6  TOGAF® 標準はThe Open Groupの登
録商標です。

7  KPMGジャパン, 「デジタル経営時代
のEA（エンタープライズ・アーキテク
チャ）」 

  https://kpmg.com/jp/ja/home/insights/ 

2018/11/enterprise-architecture- 

20181115.html

8  情報処理推進機構（ IPA ）,『DX実践手
引書 ITシステム構築編（ 完成 第1.1版）

  https://www.ipa.go.jp/digital/dx/

hjuojm000000gx4n-att/000094497.

pdf

本稿に関するご質問等は、 
以下の担当者までお願いいたします。

KPMGコンサルティング株式会社
竹田 信弘／アソシエイトパートナー 

 nobuhiro.takeda@jp.kpmg.com

吉村 泰生／リードスペシャリスト
 taisei.yoshimura@jp.kpmg.com

関連情報

金融分野の変革を支援するサービスなどを紹介
しています。

https://kpmg.com/jp/ja/home/about/kc/
kc-sectors/kc-financial.html
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